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チャリティランナーのもつ寄付者および寄付先団体支援者としての
特性に関する研究：心理的メカニズムと政治性仮説に着目して

醍醐笑部＊

Characteristics of charity runners as donors and supporters for beneficial organization: 
Focus on phycological mechanism and political image hypothesis

DAIGO Ebe ＊

Abstract

In recent years, the number of charity sports events held in Japan has increased due to reconstruction supports of 
repeated natural disasters, revision of tax deduction system for donation, and Olympic and Paralympic movements. 
This study’s purpose is to clarify the characteristics of charity runners who have participated in various kinds of charity 
sporting events. To this end, a web survey was conducted. A third-party academic research company collected data from 
800 charity runners; 743 usable responses were collected.

An overview of previous research revealed egoism, altruism, synchronicity, reciprocity, equality, and reliability as 
psychological mechanisms. Thus, it was confirmed that these psychological factors actually existed in charity runners. 
Additionally, a significant correlation among psychological factors was found when “the status of participation and 
support for the beneficial organization after the charity run” was used as the dependent variable. In particular, the results 
indicated that the money donated in the previous year, the previous experience of charity runs, the altruism factor, 
the synchronicity factor, and the egoism factor have significant regulations with continuous support to the beneficial 
organization.

Regarding the political image mentioned to constraint donation and support, the results revealed that the beneficial 
organization selected by charity runners were considered to be more neutral in position than the general non-profit 
organizations or civic groups runners imagined. The relationship between the beneficial organizations and the respondents’ 
political position in this study also supported the general tendency of donors’ behavioral science.
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1．問題提起
プロのアスリートが行う社会貢献活動としての

「寄付注 1）」は、いまや一般のスポーツ実施者へと広
がり、そのひとつが「チャリティ・ランニング」（以
下、チャリティラン）である。チャリティを目的
のひとつとして掲げる市民マラソンも各地で開催
され、参加費の一部もしくは全額が寄付に充てられ
る。チャリティスポーツイベントは、アクティブで

健康的なライフスタイルを促進するスポーツ参加
の機会であるだけでなく、慈善団体が資金を調達し
ブランディングを促進するためのメカニズム（44 と
しても近年注目されている。

これまで日本は寄付やチャリティにあまり積極
的でない国であるとされ、チャリティ後進国に位置
付けられてきた（12。中島（52 は、相次ぐ震災関連の
支援金や iPS 細胞研究への寄付の事例などがメディ
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アで紹介され、日本においても寄付行動が活性化し
ているように感じられる一方で、そもそもの日本の
寄付水準が低く、世界的にみれば未だ低調であると
述べている。しかし最近では 2020 年に予定されて
いた東京オリンピック・パラリンピック競技大会
の開催に向け、障害者スポーツをはじめとしたチャ
リティ事業が増加し、2019 年の東京マラソンによ
る寄付金は 5 億円を超えた。2011 年の震災直後に
は約 8 割のスポーツ団体が何らかの復興支援事業を
行ったことが齋藤・中村（60 によって報告されてい
る。こうした現状を鑑みると、スポーツイベントが
手段や媒体となり、社会課題に対して貢献できる価
値は決して小さくないように思われる。

こうしたスポーツイベントの慈善価値が少しず
つ認識され始めているものの、国内外では様々な問
題点が指摘されている。例えば Filo et al. （22 は、チャ
リティスポーツイベントにおけるファンドレイジ
ングの抵抗要因に着目し、参加者が参加の一環とし
て自身のピアグループから寄付を募るのを嫌がる
など、一般的なチャリティや寄付に関するネガティ
ブな印象がスポーツにおいても存在していること
を示した。

国内に目をむけると、大阪マラソンのチャリティ
ランナーがランナー自身の経済力と身近な人からの
支援によって寄付金を支払っており、サポーター

（チャリティランナーの活動を応援したり、寄付を
するひと）の少なさゆえに、あまり効果的なチャリ
ティの機会になっていない可能性が指摘されている

（42。効果的なチャリティとするためにはランナーが
走るだけの参加者ではなく、社会貢献意識を持つ必
要があるだろう。前述の大阪マラソンランナーは、

「マラソン大会に出場するため」「自身の健康のため」
「自身の記録を得るため」などを理由にエントリー
をするが、最終的には「沿道の応援に応えようとす
る気持ちが大きくなった」など社会（他者）志向性
に類似した達成動機を述べるケースも少なくないと
いう（80。醍醐（15 は、チャリティランナーにとって

「マラソン大会出場の機会」や「チャリティランの
記念品」がイベントに参加する誘引であると同時に、
大会後には社会貢献の場としての魅力を実感してい
ることを明らかにしている。つまり、チャリティラ
ンナーは個人的なスポーツ参加動機をエントリーの
きっかけとしていながらも、出走前後の活動を通し
て寄付や支援をする団体への興味・関心が醸成され
たり、社会や地域の課題を社会へ知らせる役割に対
して責任感を感じ、寄付をしてくれた家族や友人の
持つ複数の目標を自分の遂行と結び付け、社会貢献
意識を醸成していることが推察される。

このようにチャリティランナーは、単にスポーツ
イベントに参加するランナーとしての役割だけで
なく、寄付をきっかけとして NPO・市民活動団体
に参加する市民（以下、支援者）としての役割が期
待されている。しかし、これまでの寄付や市民社会
論における研究の知見がチャリティランの文脈に
おいても適応的であるのかについては検討されて
おらず慎重になるべきであろう。

2．目的
本研究はチャリティランナーがもつ寄付者およ

び支援者としての特性を明らかにすることを目的
とする。特性とは個人の持つ行動傾向のことであ
り、本研究においては現在の寄付者や支援者として
の態度および行動、そしてチャリティラン参加後の
変化とする。具体的なリサーチクエッション（RQ）
は以下の通りである。

RQ1：チャリティランナーの NPO・市民活動に
対する現在の参加状況と参加意欲を明らかにする
こと。

RQ2：チャリティランナーにみられる寄付者や支
援者のもつ心理的メカニズムの構造を把握し、社会
的属性、チャリティラン経験、再参加意図との関係
を明らかにすること。 

RQ3：チャリティランにおける寄付先団体の選択
に与える政治性の影響を検討すること。 

3．先行研究
1）チャリティスポーツイベントに関する研究

チャリティスポーツイベントはポジティブで有意
義なスポーツの機会であることが示されてきた（8（18。
具体的には QOL の向上（65 や、運動に対するポジティ
ブな態度を形成すること（27 が指摘されている。チャ
リティスポーツイベントの中心的な研究は、参加
者がイベントに参加する動機の解明に焦点化し進
められ（19（81、Filo et al.（21 は肉体的に挑戦する機会、
仲間の参加者と交流する機会、困っている人を助け
る機会、チャリティの使命をすすめる機会などが参
加者のメリットであると述べた。こうした研究では
参加者の行う募金活動、つまりファンドレイジング
を通して寄付先団体を支援することの重要性も強
調されている。

上記の研究群はチャリティスポーツイベントの
中でも特定の慈善団体との連携によって実施され
るイベントを研究対象としており、チャリティス
ポーツイベントのもう一つの形態は、参加者がイベ
ントの登録料の一部を自身で選んだ団体やチャリ
ティイシューに寄付することを推奨しているイベ
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ントである。日本においては、 Daigo and Filo（16 が
前者について研究を行なっており、後者では関西大
学と読売新聞が大阪マラソンについての共同調査
を実施している（42（80。しかし、Daigo and Filo（16 の
研究についてはイベントマネジャーが対象となっ
ており、チャリティランナーの詳細な把握には至っ
ておらず、後者は横断的な調査として貴重な資料で
あるが理論枠組み、分析方法についての検討は不十
分である。

2）�寄付および支援活動への参加を規定する要因に
関する研究

寄付行為を促進する要因は、「なぜ人は寄付を行
うか」に応えるかたちで数多くの研究がなされてき
た。寄付白書（54 では、NPO 研究や行動経済学の知
見から寄付行動に影響を及ぼす要因として社会的
属性、心理的メカニズム、組織特性、法制度をあげ
ている。

まず初めに社会的属性であるが、ここには年齢、
性別、収入、学歴、宗教などが含まれている。年齢
について、Gittell and Tebaldi（28 はアメリカの寄付者
を調査し、若年層と年長者が寄付を行う傾向が強
く中年層（35 ～ 54 歳）が弱い U 字型の結果を呈示
している。しかし日本では、市民の社会貢献に関
する実態調査（50 において「寄付をしたことがある」
と回答した人は年代が上がるごとに上昇する傾向
が示されている。20-29 歳では 25％であるのに対し
70 歳以上では 48％であったため、日本全体の傾向
は年長者ほど寄付をするといってよい。

性別についての知見として、アメリカの調査では
男性よりも女性の方が慈善活動へ寄付する人が多
く、寄付をする人の増加率についても女性が高い 

（72。その動機についても、寄付の動機付け要因が女
性よりも男性の方が少なく（75、男性はより名声・
ベネフィット・ネットワーキング・税務目的・ビ
ジネス上の理由で寄付する（70 ことが知られている。
また、収入と寄付額との間に重要な関係があること
は以前から報告されている（30（32 ため、対象者の男
女間に収入の差がある場合、経済的理由を背景とし
て寄付行為に男女差が生じることも示唆される。し
かし、収入と寄付傾向は単に正の相関を示すわけで
はなく、収入の低い人と高い人で U 字カーブを描
く（41 ことも明らかとされている。

日本では 15 歳以上の女性の 47.1 ％、男性の
40.3％が寄付を行なっており、女性の方が男性より
も寄付をする傾向を示している（53。支援の対象に
ついても男女差が指摘されており、社会生活基本調
査（68 の結果では「子どもを対象とした活動」に参

加する頻度で、女性が際立って高い。収入と寄付傾
向については貧しい人の方が豊かな人よりも寄付
をするといった研究結果が存在し（71、世帯年収と
寄付経験の有無に緩やかな比例関係（50 がみられる。

学歴と寄付の関係について欧米では、高学歴の
人ほど寄付を行う傾向が指摘されてきたが（28、近
年では教育年数としての学歴が直接影響している
のではなく、高い教育水準におけるメンバーシップ
や一般的信頼が間接的に寄付行動へ寄与している
といった考察がみられる（10。日本では学歴が善教・
坂本（82 や石田ら（36 の研究において個人的属性とし
て考慮されているものの、寄付の有無、寄付の種類

（金銭か現物か）、寄付金額へ十分な説明力を有して
おらず、影響力を持つ要素となり得ていない。

宗教に関する研究は、大きく宗教関連機関への寄
付と宗教的な理由を背景とした寄付に大別するこ
とができる。前者は、例えばアメリカでは寄付件数
の全体の 3 割が宗教団体への寄付であることなどが
知られている（29。後者であれば、宗教的な動機に
よる寄付が多く社会福祉事業や慈善事業を支えて
いること（51 や、一部の国（インドなど）では寄付
の動機のほとんどが宗教的なものであり宗教的義
務感が存在している（38 といった報告もみられる。

しかし日本において宗教団体は、組織規模や寄付
総額が寄付市場で存在感を有しているにも関わら
ず、市民からの信頼が低く（55、寄付者の持つ信仰
心や宗教への態度と寄付行為の関係性に関する実
証データは見当たらないのが現状である。寄付を含
む利他主義的行動と宗教の関係は、宗教社会学や市
民社会論において研究がなされ、特にボランティア
行動との関係は頻繁に言及される（47。教団所属者
が国民の約 1 割（39 と諸外国に比べて極めて低い日
本においても、宗教的要因がボランティア行動に影
響を与えることが確認されている（73。

次に、心理的メカニズムにおいて注目されるのは
利己性、利他性、互恵性、同調性である。利己性と
利他性は、Batson（7 が「Altruism in humans」の中で
述べた社会的動機の様式であり、利己性とは自分
自身の福利を増加させることを最終目標にする動
機付け（自分の福利）であり、利他性とは他者の福
利を増加させることを最終目標にする動機付け（他
人の福利）、であると定義されている。Batson（7 は、
利他的な行動を引き起こす利他性を「真に利他的な
動機」と「利己的な動機」とに区別し、前者は他者
の困窮した状況を改善したいという目的に基づき、
後者はその行動に生じる自己利益を生むために生
起すると説明している。日本においても寄付の意思
決定に影響する利他性には、「純粋な利他性」と「暖
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かな光」があると佐々木（63 は主張し、「純粋な利他
性」では寄付相手に必要な金額が集まり相手の満足
感を高め、一方の「暖かな光 （Warm-glow） 注 2）」を
持つ人は寄付行為そのものから満足感を得ており、
自身の満足感を高める利己的な動機を重視してい
ることが明らかとなっている。

互恵性もまた寄付をする重要な要因である。互恵
性を持つひとは、相手がお返しをしてくれる場面
や、逆にお返しとして自らが行動を起こすことで自
身の満足感が高まることが知られている（63。その
ため互恵的な人はお返しの提供を想起させる、その
有無を提示する、実感することによって寄付しやす
くなると考えられている。互恵性は有形のものだけ
でなく、近年では「評判」を期待する競争的利他主
義（77 や戦略的利他行動（9（66 が注目を集めている。

同調性を持つ人は、他人の寄付行為や情報が寄付
したいという気持ちを高め、寄付をした満足感へと
繋がる。寄付先の信頼感を高める効果や、寄付すべ
きという規範を感じさせる効果を持つことも指摘
されている（54。Shang and Croson（67 は、他者の寄付
と寄付者の寄付金額の相関関係を明らかにするこ
とを目的とし、単純な寄付依頼よりも高額な他者の
寄付金額を伝えたときに寄付者の支払う金額が上
昇していることを明らかにした。また Vesterlund（78

は、他者の寄付情報は寄付先団体の質の判断に作用
し、寄付者の信念が高まることによって寄付を促す
動機となっていると結論づけている。一方、日本の
寄付者について中島（52 は、「周囲との同調」を寄付
の促進因子として抽出し、他の因子との相関が高い
ことからも寄付の複雑な心理プロセスの存在を指
摘した。また寄付をするか否かを決定するだけでな
く、寄付金額にも同調性の影響を確認している。

このように利他性、利己性、互恵性、同調性につ
いてはおおよそ諸外国と同様の研究結果が示唆され
ており、利他的行動や向社会的行動、援助行動を生
起させる心理的メカニズムとして認識されている。

第三として、組織特性である。組織特性とは組織
の規模、法人格、組織の歴史、自律性、資産状況な
ど多岐にわたるが、ここでは寄付や支援活動への参
加を規定する要因として、組織の与える印象を取り
上げる。

NPO 法人を対象とした研究では、寄付や支援を
阻害する組織の印象として不平等感（57、不信感（52

が挙げられている。寄付の受け手となる組織を本稿
では寄付先団体と呼んでいるが、こうした団体への
信頼感は、寄付だけでなく組織全体のイメージや活
動内容への熱心な共感へと結びつくことが知られ
ている（54。

諸外国では、市民団体の信用が支援者の判断に影
響を及ぼすことが指摘されており（59、Aknin et al.（5

は、寄付がどのように役立つかを明確にしている慈
善団体へ寄付する場合、寄付金額が高いほど幸福感
が高い一方で、どのように役立つか明確でない団体
では寄付金額と幸福感の間に関連がみられないこ
とを示唆している。Trussel and Parsons（76 は、寄付
の決定に影響を及ぼす非営利団体の情報として非
営利団体が税控除の対象となっている年数と非営
利団体の規模が関係していることを明らかにした
うえで、こうした規模や税控除の対象としての認定
があることで団体がより信頼を獲得していると考
察している。Buchheit and Parsons（11 は実験的手法
を用いて、団体の会計・財務情報が特に潜在的寄付
者の寄付行動を引き起こす上で重要であると述べ
ている。しかし、McDowell et al. （46 では、アメリカ
の大学生が財務情報よりも団体の目標、成果、プロ
グラム、ミッションなどの情報取得と寄付の意思決
定に相関があることを分析しており、寄付者の属性
や寄付への興味によって組織を信用すると判断す
る要素は様々である。

日本では、市民の社会貢献に関する実態調査（49

において、寄付を妨げる理由として寄付管理団体へ
の不信が挙げられている。善教・坂本（82 は NPO 法
人の、例えば「うさんくさい」といったような否定
的な印象が寄付への阻害要因になっている可能性
を示唆しており、「団体や組織の透明性や信頼が寄
付行為を行う動機となる」ことと表裏の関係にある
ことを指摘している。さらに、坂本ら（62 は団体の
持つ（印象を持たれてしまう）政治性が参加や関与
を阻害し、なかでも NPO・市民活動団体がアドボ
カシー機能を有していると意識した場合は特に否
定的に作用することをサーベイ実験によって明ら
かにしている。

最後に、法制度とは主に寄付税制による効果で
ある。アメリカにおける個人の寄付は非常に多く、
個人からの寄付が全体の 4 分の 3 を占めている（24。
個人寄付の総額は 30 兆 6,664 億円、年間平均額が
125,664 円と試算されており（54、1980 年代と 90 年
代の寄付急増の背景には評価性資産慈善寄付控除
制度の存在とその運用が大きく影響したと言われ
ている（26。しかし現在の状況を見ると、アメリカ
の控除制度は所得控除を採用しており、寄付を行っ
た個人は原則として調整粗所得の 50％を上限に控
除が認められているため（24 多くの低中所得者層に
とって、税制上のメリットはほとんどない。そのた
め段野（17 は、アメリカの寄付税制の優遇措置と寄
付金額の多さは比例しておらず、必ずしも寄付税制
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が寄付行動に影響を及ぼすものではないと結論づ
けている。

一方で、日本の個人寄付は総額 7,756 億円、年間
平均額は 27,013 円と報告されており、各国と比べ
て寄付者率の低さおよび、一人当たりの寄付平均額
の低さが指摘されている（54。寄付金に対して税控
除があることは潜在的な寄付者に寄付行動を起こ
させるインセンシティブを与え、寄付行動を促進す
ると考えらており、善教・坂本（82 の実験的研究に
おいても「控除対象となる」との情報が寄付金額に
影響を及ぼすことが明らかとされた。

4．方法
1）研究の枠組み

本研究はチャリティランナーの特性を、寄付およ
び支援活動への参加を規定する心理的メカニズム
に依拠して明らかにしようとするものである。先行
研究にて述べたように、チャリティランナーを寄付
者および支援者として捉えたとき、心理メカニズム
として利他性、利己性、互恵性、同調性はプラスに
働き、組織の印象としての不信感と不平等感、そし
て政治性はネガティブに働くことが考えられた。し
かし日本のチャリティランナーは、同じマラソン大
会であればランナー間の寄付金額にほとんど差が
ない。また、他のチャリティランナーが自身の収入
や貯蓄から寄付金を支払っているのか、ファンドレ
イジングによってドナー注 3）から寄付を受け取って
いるのかなどを知る機会がほとんどないため、不平
等感を感じにくい。そのため本研究では不平等感と
不信感を「平等性」「信頼性」とし質問紙を作成する。
さらに政治性については、坂本ら（62 による政治性
忌避仮説に依拠する。

2）調査の概要
調査はアカデミック調査を行うインターネット

調査会社に依頼し、調査の対象者を日本に在住する
チャリティラン参加経験者を母集団として、性別お
よび年代を均等とする割当法により 800 人のデータ
を収集した注 4）。調査期間は 2019 年 11 月の 1 週間
であった。

3）調査項目
3-1）現在の NPO・市民団体への参加に関する項目
NPO や市民団体への参加に関する質問項目に関

しては坂本（61、寄付白書（53 の調査項目をもとに作
成した。現在の市民活動への参加状況を訪ねるた
め、「自治体・町内会」「老人クラブ・女性（婦人）会・
子ども会」「スポーツ団体・スポーツクラブ」「趣味

や習い事のグループ」「政治家の後援会や政治団体」
「NPO・市民活動団体」について「積極的に参加し
ている」「入っているが積極的には参加していない」

「入っていない」の 3 段階に「わからない」「答えた
くない」を加え回答を求めた。

活動への参加意欲についてはスポーツ関連の活
動とそれ以外を分けるため、調査項目を「ボラン
ティア活動（スポーツボランティアを除く）に参
加する」「スポーツボランティアに参加する」「NPO
や市民活動に参加する（スポーツ関連を除く）」「ス
ポーツを活かした NPO や市民活動に参加する」「行
政機関へのパブリックコメントを行う（スポーツ関
連を除く）」「スポーツに関連したパブリックコメン
トを行う」「政治団体や選挙運動を手伝う」「元アス
リートやオリンピアンの選挙運動を手伝う」とし、

「やってみたい（これからもやっていく）」「どちら
ともいえない」「関わりたくない」の 3 段階に「わ
からない」「答えたくない」を加えた。

3-2）心理的メカニズムに関する項目
心理的メカニズムについては寄付行動に関する

先行研究（52 及び、寄付白書（53、市民の社会貢献に
関する実態調査（49 を参考にチャリティラン場面を
想定して修正し、「利他性」「同調性」「互恵性」「利
己性」「信頼性」「平等性」それぞれについて 3 項目
を作成した。調査では「チャリティランナーとして
の参加を決定する際、以下の項目はどの程度重要で
したか？」について 5 段階リッカート尺度に「そう
いった考えはなかった」を加え回答を求めた。

3-3）政治性に関する項目
過去にチャリティランの寄付先として選択した

ことのある団体を「チャリティランによる寄付先
団体」とし、「回答者自身の立場」と「一般的な
NPO・市民活動団体」、さらに坂本ら（62 を参考に、
革新派と保守派をイメージしやすくするために具
体的な政党名を加え質問紙を作成した。 回答者は 0
が「最も革新的」であり、10 が「最も保守的」で
あるとの説明文と、4・5・6 に「中立」と記載され
たスケールが表示され、その中から最も当てはまる
数字を選択する形で回答を行なった。「わからない」

「答えたくない」を選択することも可能とした。

4）分析方法
4-1）社会的属性とチャリティランに関する項目
年齢と性別については各年代と性別が均等にな

るように割付を依頼し、調査終了時点では 20 代男
女、30 代男女、40 代男女、50 代男女、60 代以上
の男女の計 800 サンプルであった。その後、「資金
源」や「心理的メカニズム」に関するすべての選
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CR には基準値（CR ≧ .70）（6 を用いた。収束的妥
当性に関しては平均分散抽出（AVE）を用いて検証
を行い、基準値（AVE ≧ .50）（23 を設定した。弁別
的妥当性に関して、AVE が因子間相関の平方より
高い場合に弁別的妥当性が確認されることが報告
されていること（23 から、本研究においても同様の
基準を設定し AVE および因子間相関の平方の比較
を行った。

その後、因子得点を用いて男女差および過去の
チャリティラン参加経験との関係を t 検定にて分析
し、再参加意図およびチャリティランによる寄付先
団体への現在の支援状況との関係性を明らかにす
るため重回帰分析を行なった。

4-4）政治性の検証
政治性を検証するため「自分の立場」「チャリ

ティランの寄付先団体」「一般の NPO・市民活動団
体」のいずれかについての政治性を「わからない」
と回答したサンプルを削除した。「答えたくない」
については欠損として扱い、461 件（有効回答率
57.6％）を分析に用いた。革新、中立、保守におけ
る群間比較には t 検定を用いた。

5）倫理的配慮
本調査にて用いたインターネット調査法に必要

な倫理的配慮については、個人が特定される情報の

択肢に同一の回答がされているデータを削除した
ところ残部が 734 件であったため、734 件（有効回
答率 91.8％）を有効回答とした。年齢、性別、学
歴、資金源、参加したことのあるチャリティランと
その回数については単純集計を行い、以降の分析
も含め IBM SPSS Statistics ver.25.0 および IBM Amos 
ver.25.0 を用いている。

4-2）NPO や市民団体への参加状況についての分析
743 件のデータを使用し 2018 年の寄付金額、現在

の市民活動への参加状況および今後の参加意欲につ
いて最頻値、平均、分散を算出し、社会的属性 （男女・
学歴・チャリティランの参加経験） によって回答者
をグループ化し群間比較には t 検定を用いた。

4-3）心理的メカニズムと再参加意図および寄付
先団体への支援との関係性についての分析

734 件について、天井・フロア効果を確認したと
ころ削除される項目は見当たらなかった。次に、本
研究において用いた心理的要因について確認的因
子分析、信頼性と妥当性の検討を行った。確認的因
子分析では、データへの適合度指数として CFI お
よび RMSEA 注 5）を採用し、それぞれの指標につい
て基準値（CFI ≧ .90；RMSEA ≦ .06）（31 を設定し
た。各因子の信頼性に関しては、クロンバックのα
係数および合成信頼性（CR）を用いて検証を行っ
た。クロンバックのα係数には基準値（α≧ .70）（31、

表 1　心理的メカニズムに関する項目
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保護、インフォームドコンテント、心理的なリス
クが指摘されている（64。こうした点について本調
査では、個人が特定される質問項目を設定しないこ
と、どのような目的のもとに調査を行うかについて
の説明を提示し同意したもののみ回答に進むよう
わかりやすく表示させること、「答えたくない」と

いった選択肢を選べるようにするなどに留意した。

5．結果と考察
1）�回答者の社会的属性とチャリティランの経験に
関する結果

有効回答とした 743 件の性別、年代、最終学歴、
世帯年収、および過去のチャリティラン経験は表 2
の通りである。

具体的な参加イベントについて最大 3 つまで自由
記述にて回答を求めたところ、上位は「大阪マラソ
ン（n ＝ 113）」「東京マラソン（n ＝ 101）」「神戸マ
ラソン（n ＝ 41）」であった。市民マラソンのチャ
リティ枠のほかに「ピンクリボン・ホワイトリボン」

「クリスマスチャリティラン・サンタラン」「イン
ターナショナルチャリティラン」などもみられた。
イベントの数は 200 を超え、さまざまな規模と地域
でチャリティランが行われていることが明らかに
なった。

チャリティランによる寄付先団体を具体的に記
載した 698 件について寄付金額を尋ねたところ約
半数（49.4％）は 10,000 円未満であった。また、
10,000 円以上～ 20,000 円未満に全体の 25％のラン
ナーが回答しており、全体の約 5％は 10 万円を超
える寄付金を支払っている注 6）。

チャリティランによる寄付先団体に対し、チャリ
ティラン終了後どのような参加・支援を行ったかに
ついて回答を求めた。その結果、「特に何もしてい
ない（今後もするつもりはない）」に 164 人、「何か
したいと思っているが行動に移せていない」に 226
人が「はい」と回答している。実際に参加・支援し
たランナーは、イベントやボランティアへの参加を
した人が 227 人、サポーター登録に 97 人、単発も
含めた寄付が 136 人であった。上記 3 つの支援全て
を行った人は 38 人であった。また、寄付先団体の
扱う社会課題について、他の団体を通して参加・支
援をしているランナーは 31 人であった。そのうち
27 人はチャリティランによる寄付先団体への支援
にも積極的なランナーであった。

2）NPO・市民活動団体への参加状況に関する結果
2-1）寄付の経験
調査前年であった 2018 年の寄付金額について尋

ねたところ、寄付の経験がない人は 7.3％であった。
2-2）現在の NPO・市民活動への参加状況
チャリティランナーとしてマラソン大会等へ参

加する人が日頃どのような活動へ参加をしている
か尋ねたところ、表 4のような結果が得られた。チャ
リティラン参加者の約 4 割はスポーツ団体やスポー

, �

����� �� ���

����� �� ���

����� �� ���

����� �� ����

������� �� ����

����� �� ����

����� �� ���

����� �� ����

����� �� ����

������� �� ���

����� � ���

������ ��� ����

������ �� ���

������� �� ��

���� ��� ����

����������� �� ���

����������� �� �

������ � ���

������� �� ���

����������� �� ���

����������� ��� ����

����������� ��� ����

����������� ��� ����

������������� �� ���

��������������� ��� ����

��������������� �� ���

��������� �� ���

������ �� ���

�� ��� ����

�� ��� ����

�� ��� ����

�� �� ���

���� �� ���

����� �� ���

����������� �� ���

������������� �� ���

��������� ��� ����

��������� ��� ����

������� ��� ����

�� ��� ���

�����

����

����

������������

�����

表 2　回答者の属性
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ツクラブに所属していないことが明らかとなった。
2-3）NPO・市民活動への参加意欲

「ボランティア活動」「NPO・市民活動」につい
ては、その活動がスポーツ関連であるか否かによっ
て、参加意欲にほとんど差がないことが明らかと
なった。その一方で、政治や選挙に関する活動では
一般的な活動への参加意欲は低いが、元アスリート
やオリンピアンなどスポーツに関連した活動であ
れば「やってみたい」と回答する割合が上昇してい
る。また、男女間を比較すると「8．元アスリート
やオリンピアンの選挙を支援する」ことについて男
性が有意に意欲的である傾向が認められ（*p<0.05）、
過去のチャリティランの参加経験が複数回あるラ

ンナーと一度しかないランナーでは「2．スポー
ツボランティア」について有意な差が認められた

（**p<0.01）。

3）心理的メカニズム要因に関する結果
心理的メカニズム要因の得点を算出したところ、

各項目の平均値では互恵性が低く、利他性が高く
なっている。特に寄付控除や御礼・報告については
参加を決定する段階ではあまり重要視されていな
いことがわかる。

心理的メカニズムの尺度（表 1）がデータに適合
しているかを判断するため確認的因子分析を行っ
たところ、RMSEA について基準値を満たさず、適
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合度の観点から「仲間やボランティアとの交流機
会があった」「寄付金やチャリティ参加費が妥当
であった」の 2 項目を除外した。修正を加えたモ
デルに対し再度分析を実施したところ CFI ＝ .96、
RMSEA ＝ .06 となり基準値を満たしたことから心
理的メカニズムの尺度についてデータの適合が確
認された（表 6）。各因子得点を算出した結果、6 因
子での累積寄与率は 67.17、因子間の相関は 0.43 か
ら 0.71 である（表 7）。信頼性に関してクロンバッ
クα係数を算出し、尺度全体でα＝ .92、下位尺度
の利他性因子ではα＝ .85、同調性因子ではα＝ .76、
互恵性因子ではα＝ .84、利己性因子ではα＝ .79、
信頼性因子ではα＝ .89、平等性因子ではα＝ .69
といった値が得られた。平等性のみわずかに基準値
に達していないが、おおよそ信頼性が確認されたと
判断し分析に使用した。次に収束的妥当性の検証に
は平均分散抽出（AVE）を算出し、全ての因子にお
いて基準値を上回った。弁別的妥当性は AVE と因
子間相関の平方の比較により、AVE が高い値を示
しており妥当性が確認された。

複数回チャリティランに参加している人と一度
しか参加したことがないと回答したランナーの間
で心理的メカニズムの因子得点を比較すると「利他
性因子」（*p<.05）と「利己性因子」（*p<.05）につ

いて複数回参加している人の方が有意に高い値を
示した。男女間では「利他性因子」「互恵性因子」「信
頼性因子」「平等性因子」の 4 因子について有意な
差が認められた。

次に、従属変数をチャリティランへの再参加意図
とし、属性（性別、学歴、世帯年収、2018 年の寄
付金額、チャリティラン参加回数）と因子得点を用
いて重回帰分析（強制投入法）を行ったところ、モ
デルの R2 値は 0.123 となり十分な説明力を持たな
かった。 

従属変数を大会後のチャリティランによる寄付
先団体への参加状況とし、重回帰分析（強制投入法）
を行った。大会後の参加状況は 0 が関わりのない状
態、イベントやボランティアへの参加・寄付・サポー
ター登録などを行った場合は参加形態 1 つにつき 1
点を単純加算し、最大値が 3 として変数を作成した。
その結果 R2 値は 0.213 となりやや相関関係がある
といえる。モデル全体としての説明力は高くない
ものの、「利他性因子」「同調性因子」「利己性因子」
について関係性が認められた。

また前項において分析した NPO・市民活動への
参加意欲との関係をみると、利他性因子の高群（中
央値よりも高い）と低群（中央値よりも低い）との

図 1　心理的メカニズム要因に関する結果
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表 7　因子間相関

表 6　確認的因子分析の結果
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間に有意な差が認められた。スポーツ関連の活動で
あるか否かに関わらず、「ボランティア」と「NPO・
市民活動団体」については 0.1％水準、「パブリック
コメント」と「選挙運動」に関しては 1％水準にて
利他性因子との関係性が確認された。

4）政治性に関する結果
坂本らによる政治性忌避仮説（62 をチャリティラ

ンの文脈において分析するためには①一般の NPO・
市民活動団体には政治性 （革新・保守） を感じてい
るもののチャリティランによる寄付先団体は中立で
あると感じる、もしくは②チャリティランによる寄
付先団体として選ばれる団体は回答者の立場に近い
と感じている団体であることを示す必要がある。

①について、「一般的な NPO・市民活動団体」を
革新もしくは保守であると評価した 148 件につい
て、「チャリティランによる寄付先団体」（表 9 にお
いては「寄付先団体」と表記）の政治性を分類した
ところ、半数以上は「チャリティランによる寄付先
団体」のほうが中立であると認識する傾向にあるこ

とが明らかとなった。
②では、461 件のデータを用いて「回答者の立場」

と「チャリティランによる寄付先団体」、および「一
般的な NPO・市民活動団体」と「チャリティラン
による寄付先団体」、「回答者の立場」と「一般的な
NPO・市民活動団体」について対応のある t 検定を
行った。その結果、「回答者の立場」と「チャリティ
ランによる寄付先団体」について関係性が認められ
た（t ＝ 2.271, df ＝ 455, *p<.05）。 

また、男女による t 検定を行ったところ、「回答
者の立場」について女性の方が自身を革新派である
と認識し（**p<.01）、「チャリティランによる寄付
先団体」についても革新派であると評価する傾向が
有意に高い結果となった（***p<.001）。「一般的な
NPO・市民活動団体」については男女差が認められ
なかった。
6．結論

本研究の目的は、チャリティランナーの持つ寄付
者および支援者としての特性を明らかにすること
であり、3 つの RQ に基づき分析を進めた。ウェブ

表 8　重回帰分析の結果

表 9　チャリティランによる寄付先団体に感じる政治性
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調査を用いて 20 代以上の男女 743 件の有効回答が
回収され、得られた知見は以下の通りである。

まずはじめにチャリティランナーの NPO・市民
活動に対する現在の参加状況と参加意欲について

（RQ1）である。寄付経験と団体所属を尋ねたとこ
ろ、回答者の 9 割以上が前年に寄付を行なってお
り、その約半数は 5 万円以下の寄付であった。寄付
白書（53 では、日本の寄付者の特徴として 15 歳以上
の 43.6％が寄付を行っていることが示されており、
チャリティランナーの寄付経験が高いことが明ら
かとなった。NPO や市民活動団体への所属がある
ひとは 22.3％であり、全国意識調査（4 では NPO・
地域づくり団体加入率が 1.5％ほどであることと比
較すると極めて高い。「趣味や習い事のグループ」
に至っては約半数が「積極的に参加している」と回
答し、余暇活動に積極的な人の集まりであることが
推察される。こうした結果から、日本におけるチャ
リティランナーは、日頃より趣味や習い事などのグ
ループ活動にも積極的であり、寄付への抵抗感が低
く、NPO や市民活動団体についても身近であると
の特性が示された。

NPO・市民活動への参加意欲では、ボランティア
について 63％のランナーが「やってみたい」と回
答し、スポーツ関連であるか否かによる差がみられ
なかった。これまでもボランティアと、利他的行動
の関係性はいくつかの研究において指摘されてお
り、本研究においてもチャリティラン参加とボラン
ティアへの参加意欲は正の相関を示す結果であっ
た。「NPO・市民活動」「パブリックコメント」「選

挙運動」では、スポーツ関連である場合に「やって
みたい」と回答する割合がやや高く、男性は女性に
比べ「アスリートやオリンピアンの選挙の支援」に
意欲的であり、チャリティラン経験が複数回ある参
加者は、より意欲的になることが明らかとなった。
NPO や市民活動団体への参加、若者の政治参加が
衰退し、特に近年新たな参加者を結びつけることが
難しくなってきているとの指摘（40（81 があることに
鑑みると、スポーツやアスリートに関連した活動内
容とすることでスポーツ実施者の参加意欲を高め
る可能性があることが示唆される。

次に RQ2 では、先行研究から明らかとなった心
理的メカニズムについて、チャリティランナーを対
象としてその構造を把握し、男女差やチャリティラ
ン参加経験、再参加意図との関係を分析した。寄付
に影響を及ぼす心理的メカニズムとして「利他性」

「同調性」「利己性」「互恵性」「平等性」「信頼性」
が求められていることが明らかとなり、これら 6 因
子（16 項目）についての尺度のデータへの適合度、
信頼性と妥当性を示すことができた。重回帰分析の
結果、チャリティランに参加した後も寄付先団体へ
の参加や支援を続ける人には、前年度の寄付金額が
高い、これまでのチャリティラン経験が複数回あ
る、利他性、同調性、利己性の因子得点が高いといっ
た要因が影響していることが示された。このこと
は先行研究（20 において示されたチャリティスポー
ツイベントへの参加動機のひとつである「慈善的動
機」が、利他性、同調性、利己性といった寄付者お
よび支援者の特性によって構成されていることを
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表 10　回答者の立場と一般的な NPO・市民活動団体との比較

表 11　政治性に関する男女間の比較
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示したといえよう。本研究ではしかし、分析によっ
て示されたモデルの決定係数は決して当てはまり
がよいとは言えず、いくつかの原因が考えられるた
め次章において述べることとする。チャリティラン
への再参加意図に対しては、本研究の分析に用いた
データでは十分な説明力を持たなかったため、寄付
者や支援者としての行動を説明する社会的属性お
よび心理的メカニズムではチャリティスポーツへ
の参加意図を説明することが難しいと結論づけた。

最後に RQ3 として、チャリティランナーが寄付
先として選ぶ団体への政治性について検討を行っ
た。チャリティランによる寄付先団体は、一般的に
想起する NPO・市民活動団体のもつ政治性よりも
中立であると考えられており、チャリティランによ
る寄付先団体と回答者の立場の間に関係性がみら
れたことからも、一般的な寄付傾向を支持する結果
であった。これまでも欧米の先進国において女性
は男性に比べ、理念的に革新的傾向を強く帯びてお
り、革新的政党を好む傾向が指摘され（35、日本人
を対象とした金（43 の調査では女性である事実自体
が積極的に特定のイシューについての政治的な知
識を取得する原因となり、革新的であろうとするこ
とが述べられている。金（43 と本研究の結果からは、
チャリティランへ参加するひとつのストーリーと
して「そもそも女性がイシューに関する知識の取得
に積極的であり、イシューに関する知識は現在の政
治や社会へ革新的な姿勢を形成し、特定のイシュー
へ寄付の送られるチャリティランへの参加へと繋
がる」と考えられるのではないだろうか。

上記3つのRQへの結論から、以下のインプリケー
ションを提示する。

学術的な貢献として、本研究は寄付者に関する先
行研究に基づき、チャリティランナーの特性を明
らかにしたことで寄付研究や NPO 研究においてス
ポーツ実施者という新たな寄付者、支援者を登場さ
せることができたのではないだろうか。また、ス
ポーツイベントに求められるレガシーやインパク
トは従来の経済的なインパクト以上に社会的イン
パクトへと関心が高まっており（58、チャリティラ
ンナーの寄付金額の実態や、スポーツイベント後の
継続的な寄付と支援の現状を明らかにしたことで、
チャリティスポーツイベントの持つ公共性を示す
ことができたと考える。

次に実践的インプリケーションである。近年は
NPO や市民活動団体への参加を促すことがますま
す困難になっており（40（81、これまでボランティア
や善意によって運営されるイメージのあった（37 こ
うした組織においてもより幅広い人材の確保、多様

な支援者との繋がりが必要とされる。イベントに
よって広く市民の参画のきっかけとし、イシューに
ついての理解や支援を求めることはこれまでも行
われてきたが、スポーツイベントもまたその一助と
なることが示された。スポーツイベントのもつ公共
性の議論と共通するが、スポーツイベント主催者は
チャリティを取り入れることによってイベントが
スポーツ実施者や愛好者、アスリートだけのもので
ないことを強調し、広く参加者を募るきっかけとす
ることができるのではないだろうか。本研究におい
てチャリティスポーツイベントへの再参加意図に
関するモデルを示すことができなかった点は残念
であるが、市民マラソンイベントが飽和状態である
と言われる近年、こうした取り組みによってイベン
トの差別化を図ることが可能である。

最後に女性のチャリティランナーが自身を革新
派であると表明している点に関連して、今後は女性
ランナーへの積極的な働きかけが有効ではないだ
ろうか。マーケティング戦略として女性は、インセ
ンシティブなど付加価値を高く評価することが知
られており（74、寄付やチャリティはスポーツイベ
ントの付加価値となり得る。日本では今後ますます
女性の社会進出が進み、寄付を日常的に行ったり高
額寄付を行う経営者層に女性が増加することが予
想される。こうした社会的背景からもチャリティと
スポーツに親和性のある女性をターゲットとして、
特定のイシューに焦点化し、その革新的な取り組
みを伝えることでチャリティスポーツイベントを
きっかけに寄付者や支援者としての関係を発展さ
せることができるのではないだろうか。

7．研究の限界と今後の展望
1）理論枠組みについての再検討

本研究の結論から研究全体に関わる理論枠組み、
調査項目に再検討が必要であると考える。特に、調
査項目が寄付者や支援者の心理的側面に限定され
ていたこと、分析においてチャリティランナーを一
括りにしてしまったことで説明変数、特にスポーツ
イベント参加を説明する心理的側面が十分捉えら
れていなかったことが挙げらる。モデルを精緻化し
ていくために、チャリティランナーを以下のように
二つに大別する必要があると考える。

Daigo and Filo（16 は日本のチャリティスポーツイ
ベントでは、スポーツの「競争性」を低くするこ
とで参加者間のコミュニティ感覚を醸成するよう
イベントマネージャーが取り組んでいることを明
らかにしたが、ここでの競争性とは広く捉えると、
難しいルールや高い技術レベルでスポーツを行う
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ことでもある。本調査の回答者が参加したことのあ
るイベント上位 3 つはフルマラソンであり、運動を
日頃行なっていない人の参加が難しい「競争性の高
い」チャリティスポーツイベントであろう。しかし、
そのほかにも 200 を超えるチャリティランのイベン
トが回答され、その多くは競争性をあまり強く押し
出さないチャリティスポーツイベントであったの
ではないだろうか。そうしたイベントでは、日常
的なスポーツ実施者、もしくはレベルの高いスポー
ツ実施者でなくても参加可能であり（むしろそうし
た参加者のためのイベントであり）、これまでチャ
リティや寄付をしていたひとがスポーツイベント
に参加していることが推察される。今後の研究にお
いてはチャリティランナーを一括りにするのでは
なく、フルマラソンを走れるようなスポーツ実施の
頻度・レベルの高い人がチャリティへ参加する場合
と、チャリティや寄付に関するイベントにこれまで
参加していた人が気軽なスポーツイベントへ参加
する場合とに大別し、理論枠組みを設定し、調査、
分析が進められる必要があるといえる。

次に、結果変数としたチャリティランへの参加に
よる成果があいまいであることが挙げられる。「チャ
リティランに参加した後も寄付先団体への参加や支
援を続ける」ことについて、研究を通して支援の続
け方や関与度には多くのバリエーションがあること
がわかった。しかし本研究ではマンスリー会員とし
て継続的に寄付をしている人も、一度だけ寄付先
団体のチャリティイベントに参加したことがある人
も、高額寄付を行った人も、同じ関与度となってい
る。こうした点については一般の寄付者や支援者の
成長プロセス（たとえばドナーピラミッド）等を参
考に、成果の指標化について再検討を行う。

本研究においては寄付行為を説明する心理的メ
カニズムに依拠して研究を進めたが、一般ランナー
としての選択肢もある市民マラソンチャリティラ
ンナーの場合は「なぜチャリティランナーを選択し
たか」といった合理的行為理論や合理的選択理論
など個々の選択を導く決定要因に焦点を当てると
いった方向性も考えられる。こうした枠組みを援
用する場合は、「チャリティランナーとしてエント
リーしようとしたが一般ランナーとして参加した
人」「チャリティランへの参加を検討したが参加し
なかった人」についても調査が必要である。森・久
保（48 は日本における脱組織化の課題として、組織
化されていない人々の動向をも常に視野に入れて
おく構えが必要であると述べており、NPO・市民活
動団体への支援者を増やすという視点からはチャ
リティランナーを選択するプロセスも重要なデー

タとなるであろう。

2）調査対象者と対象イベントに関する課題
本稿の結果はあくまでも回答者が想起した時点

でのデータを「現在」のデータとして扱っている。
そのため NPO・市民活動に関する参加状況と参加
意欲、そしてチャリティランに参加したことによる
影響は分析することができていない。特に本調査
の対象者のなかでもイベント参加直後であるラン
ナーは、チャリティラン直後は満足感が高く、再参
加意図が高い水準であったとしても実際にエント
リーする時には比較的高額な寄付金やエントリー
料、一般参加受付とのバランスをみて決定するであ
ろう。また、チャリティとして選ばれる団体にはそ
の時の社会背景が大きく影響する。例えば東日本大
震災のような天災によって寄付のトレンドは大幅
に変更され予測や分析が難しくなることや、政府主
導の施策によって寄付文化の定着に向けた税制の
拡充などの後押しがみられることが指摘されてき
た（56。より頑健な知見の提出にはイベント参加前
後の時間軸および社会的背景を考慮し、過程追跡を
伴う事例分析などが求められる。

3）ランナーの持つ利他性と利己性に関する認識
ランナーの担うことのできる慈善価値を「寄付」

という金銭的貢献に限定する必要はないかもしれ
ない。その他の援助（時間的援助や物的支援）も重
要な社会貢献活動である。しかし、ヘアドネーショ
ンの例を取れば長く健康な髪の毛を差し出すと同
時に、医療用のカツラにする加工には費用がかか
り、そこには金銭的な「寄付」でないと支援を届け
られない現状がある。今後の研究では、ランナーに
よる寄付だけでなくボランティアやドナー、寄付先
団体のコミュニティについても調査の対象とし、ス
ポーツイベントが触媒として果たす役割と効果に
ついてのより包括的な視点が必要となるであろう。

また、本調査において使用した利己性に関する項
目は、一般的なスポーツイベントへの参加動機のご
く一部であった。しかし、これまでの寄付研究にお
ける利己性は「社会的評価度を上げたい」などと
いった自己表現動機、「罪滅ぼしをしたい」といっ
た道徳倫理的動機も確認されている（54。こうした
寄付や市民行動を表出させると指摘されてきた利
己性についても研究枠組みにおいて採用し、チャリ
ティスポーツイベントへの参加動機は別の独立し
た変数として測定するといった方法についても今
後検討すべきである。
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4）スポーツイベントと政治性に関する課題
本研究の調査における寄付先団体の選択は過去

の意思決定を尋ねるものであり、政治性について
の回答は現在の回答者の意見である。そのためチャ
リティランへの参加を決める段階や寄付先団体を
選択する時点においてこうした政治性についての
認識がどの程度影響を及ぼしていたかについて考
察することはできない。さらに、743 件の有効回答
のうち自身の政治的立場について「わからない」と
回答する人が 300 件近くあったため、政治性の分析
に使用することができたのは 461 件であった。藤原

（25 はスポーツ指向と社会参加の関係性を分析する
中で、積極的な運動部活動者は政治的無関心者が多
いことを指摘したが、現代においてもスポーツ実施
者のなかに政治的無関心者が比較的多く存在して
いる可能性も否定できない。また、市民社会論の中
で寄付や支援の抵抗要因として広く扱われている
政治性であるが、スポーツの場面においてそうした
性質が強調されることは少ない。そのため、チャリ
ティスポーツイベントに関する調査に政治性に関
する質問があったことで回答に違和感を覚えたも
のもいたであろう。しかし、政治家としてセカンド
キャリアを歩むアスリートや政治的な発言をする
スポーツ関係者や組織は今後ますます増えてくる
ものと推察され、スポーツ実施者がもつ政治性の特
徴やスポーツイベントが生み出す政治性について
も議論の対象となってくるであろう。

注
注 1） 国税庁や総務省のホームページに記載されて

いる法令文では「寄附金税額控除」や「都道
府県・市区町村に対する寄附金」など「寄附」
が用いられているが、本研究が調査対象とし
たチャリティランナーの中には控除に至らな
い低額寄付も含まれており、新聞・メディア
が日常的に使用している「寄付」とする。

注 2） 暖かな光（Warm-glow effect）（1（2 とは、「温
かみのある輝きが与えられる」ことを意味し，
純粋な利他性と並んで用いられる。自らが寄
付しているということ自体に喜びを感じ、他
人を支援できる立場にある自分を誇らしく思
う感情でもある。暖かな光を持つ人は、相手
の状態が良くなっても支援を続け、純粋な利
他性の人は、相手が良くなった時点で喜びの
上昇が終わり、寄付をやめてしまったり、自
分以外の人が十分に寄付をしていてもやめて
しまう傾向があると言われている。

注 3） ここではドナーをチャリティランナーに寄付

する人とする。
注 4） 本調査では男女および年代による寄付や支援

の傾向が調査の結果に反映することを避ける
ため、各年代の男女を同数抽出する割当法を
採用した。男女による寄付行為および寄付へ
の態度に違いがあることは先行研究において
触れたが，実験的手法を用いて寄付行動を分
析した奥村（56 の研究では、結果が被験者の
性別を強く反映しており、今後はサンプリン
グを男女均等にして実施することが求められ
ると述べている。国外のスポーツ分野の研究
においても、t 検定などの比較分析、重回帰
分析を行うサブグループ間の不均等なサンプ
ルサイズの問題が議論され（14、調査者はサン
プルサイズがほぼ等しくなるように努力する
必要があることが指摘されている（1。こうし
た指摘を受け、本研究では母集団情報の推定
よりも特定の事項に関心がある人の考えを知
ることが目的である場合や、どの属性につい
ても分析に十分なサンプルサイズを確保した
い場合に適切な方法である（45 とされる割当
法を採用することとした。さらに本研究で用
いた t 検定や因子分析には観測変数（項目数）
の 10 倍程度のデータ数の収集が好ましいと
され（34、重回帰分析では説明変数の数の 10
～ 15 倍以上が必要とされるため（69、本文に
記載したサンプル数にて調査を実施した。

注 5） CFI、RMSEA と同様に、GFI/AGFI について
モデル適合度として表記されることが多い
が、これらは使用したデータに欠損値が一箇
所でもあると算出できない。本研究では心理
的メカニズムの分析に使用するすべての項目
が無回答である場合はサンプルから外してい
るが、一部が未記入の回答は該当するセルだ
けを欠損値として分析プロセスに採用したた
め、GFI/AGFI について検討を行っていない
点が限界としてあげられる。

注 6） 10 万円は東京マラソンチャリティの一般枠の
設定金額であり日本のチャリティランにおけ
るひとつの基準となると考えた。10 万円以
上と回答したランナーは海外のチャリティラ
ンへの参加者、もしくは東京マラソンなど大
規模な市民マラソンにおいてクラウドファン
ディングや寄付先団体がもつ優先枠を使用し
た参加形態を選択したランナーであると推察
される。
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